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研究成果の概要： 
地方分権、社会保障制度、地方経済、財政政策を通じた公共財供給における受益と負担の関

係に基づいて、多様な公共財供給が政府規模の決定に及ぼす効果を理論的に分析するとともに、

わが国を対象として実証的にも検証した。また、政府規模が過大か過小かに関して、定量的な

裏付けのある規範分析を行った。地域間の競争が地方政府による公共財供給に与える影響につ

いて、政治経済学の手法を適用して検討した。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006年度  10,600,000 3,180,000 13,780,000 

2007年度  9,100,000 2,730,000 11,830,000 

2008年度  9,500,000 2,850,000 12,350,000 

年度     

年度     

総 計 29,200,000 8,760,000 37,960,000 

 
 
研究分野：財政学、公共経済学 

科研費の分科・細目：経済学、財政学・金融論 
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１．研究開始当初の背景 

(1)政府規模は歳出面では公共支出と移転支

出であり、収入面では税収と財政赤字である。

国民経済規模が拡大するにつれて、公的移転

の大きさも拡大する傾向にある。公共財とい

っても標準的な純粋公共財はきわめて限定

的な概念であり、多くの政府支出や移転支出

は私的財と純粋公共財の中間的な準公共財

（地方公共財、国際公共財、クラブ財などの

多様な概念）に拡散している。移転支出も税
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収を一律に配分するという視点で見ると、全

体としての移転規模が大きくなれば、すべて

の移転対象者がメリットを受ける。 

 

(2)移転支出の総額に各個人の効用が依存す

る形に定式化すると、公共財供給の一形態と

理論的には理解できる。また、多様な公共財

の供給メカニズムでも複数の政府が関与し

ており、意思決定の多様化が進展している。 

 

(3)その背景として、情報化と経済成長の結

果、資本と労働の移動が活発になり、住民の

意識が多様化し、また、所得格差などでも異

質性が拡大したことがある。 

 

(4)これまで我々の共同研究では、地方分権

のもとでの公共財供給のあり方、分権化され

た意思決定のもとでの財政赤字累積メカニ

ズムの動学的なゲーム分析、リスク管理のあ

り方などの各分野で、共同研究の成果をあげ

てきた。本研究は、これまでの分析結果を発

展させ、それらを公共財供給と政府規模とい

う視点で包括的に考察することを課題とし

ている。 

 
 
２．研究の目的 

(1)本研究の目的は、多様な公共財供給に焦

点を当てて、政府規模を理論的・実証的に分

析することである。政府規模を理論的に分析

する際に最近有力とされる枠組みは、「大き

な政府」対「小さな政府」の対立軸を政治経

済学的アプローチやゲーム論で分析するも

のである。本研究は、この標準的手法を発展

させて、政府支出を広い意味での多様な公共

財供給とみなす新しい観点から、より精緻な

経済理論分析とより包括的なデータベース

を用いた実証分析を併用することで、政府規

模の動向とそのあり方を多角的に考察する。 

 

(2)こうした問題意識のもとで、具体的な分

析課題は以下のとおりである。 

①公共財の多様性を明示して、中央政府と地

方政府間での望ましい権限委譲、分権化の程

度を解明する。 

②財政赤字の累積や社会保障などの移転支

出が、世代間・世代内の再分配機能という意

味で公共財供給に類似している点に注目し

て、その最適な規模と役割を解明する。 

③公共財供給における受益と負担のリンク

を密接にすることで、政府規模をどの程度効

率的にできるかを定量的に解明する。 

④民間による自発的な公共財供給の波及効

果を内部化する手法とその問題点、また、公

的な公共財供給との望ましい役割分担を解

明する。 

⑤国際公共財の規模が適切かどうか、また、

国際機関を最適規模に維持する政策協調の

あり方についても解明する。 

 
 
３．研究の方法 

(1)公共財供給を通じた政府の役割について、

国内問題を中心として研究する。公共財供給

が多様化し、政府規模が拡大することのメリ

ットとデメリット、および地域経済や国際社

会に及ぼす影響について研究する。 

 

(2)多様化した状況での公共財供給メカニズ

ムを包括的に説明できる理論的なモデルを

構築する。とくに、わが国を対象として地方

分権、社会保障制度、地方経済、財政政策を

通じた公共財供給における受益と負担の関

係を、総合的に分析する。そして、地方分権

下での各地方政府の公共支出の最適規模を

理論的に研究する。その際に、足による投票

を想定して、あるいは各地方政府による支出、

課税面での競争を想定して、ゲーム論に基づ

く理論分析を行うとともに、各地方政府の反



応関数について実証・定量分析を行う。 

 

(3)多様化が進展した公共財供給システムで

リスクが変化したときの対応能力を考察す

る。すなわち、マクロ的なショックが生じた

とき、景気対策という形で公共支出を増加さ

せることで、どのようなメリットとデメリッ

トが日本全体や地域経済に及ぶのかを、公共

支出面での多様化の程度を考慮したマク

ロ・モデルを用いて分析する。さらに、賦課

方式による公的年金（世代間再分配政策）、

中央政府による地方交付税や補助金（地域間

再分配政策）などの移転支出を想定して、そ

の規模がどのように決まるのかを政治経済

学の手法で検討する。 

 

(4)経済成長や資本蓄積、都市形成などの視

点も入れて、公共財供給の意思決定が民間経

済にもたらす長期的な効果を比較検討する。 

 
 
４．研究成果 

(1)研究成果を包括的にまとめると、以下の

ように記述できる。 

①本研究では、地方分権、社会保障制度、地

方経済、財政政策を通じた公共財供給におけ

る受益と負担の関係に基づいて、多様な公共

財供給が政府規模の決定に及ぼす効果を理

論的に分析した。また、わが国を対象として

実証的にも検証した。さらに、政府規模が過

大か過小かに関して、定量的な裏付けのある

規範分析を行った。地域間の競争が地方政府

による公共財供給にどのような影響をもた

らすかについても、政治経済学の手法を利用

して検討した。 

 

②中央政府による地方交付税や補助金（地域

間再分配政策）などの移転支出の規模がどの

ように決まるのかを、政治経済学の手法で検

討した結果を踏まえて、移転支出の最適水準

に関する規範的分析を理論的に行うととも

に、シミュレーション分析を用いて、その大

きさについて定量的な考察を行った。 

 

③先進諸国の対外経済援助など国際的移転

支出も多様な国際公共財供給の一つである

という視点で、そのメカニズムを考察した。

政治経済学の成果を利用して、国際社会にお

ける公共財供給の多様な供給メカニズムに

伴う波及効果を、内部化するための工夫につ

いても理論的に整理した。そうした作業を踏

まえることで、多様な公共財の概念をもつ国

際公共財の経済分析が可能となった。 

 

④本研究の理論的枠組みから得られる分析

結果を実証的に検討することで、政府規模に

関する規範的な考察をまとめた。国際学会で

一連の共同研究の結果を報告するとともに、

国際的に権威のある学術雑誌に投稿して、広

く学界に公表した。また、わが国の公共財供

給に焦点を当てた研究をまとめて、その成果

を日本語と英語の本として公刊した。 

 

(2)より具体的な研究成果は、以下のとおり

である。 

①マクロ・ショックなどの大きなリスクに対

処する財政支出のあり方を理論的に検討し

た。とくに、リスク回避度が経済成長ととも

に低下するというもっともらしい条件下で、

リスク対応の公共財供給が劣等財になる可

能性が高いことを示し、そうした状況で複数

の政府間の公共財供給に限界が発生するこ

とを導出した。また、地方政府間での課税競

争モデルに、住民間での所得・資産格差を導

入した公共財供給の政治経済学モデルを組

み込んで、課税競争によって必ずしも公共財

供給が過小になるとは限らないこと、また、

最適な課税競争の程度が、政治的な競争の程

度との組み合わせで導出可能なことも、理論



的に説明した。 

 

②制度面および実証面で、小さな政府と大き

な政府の対立軸を福祉先進国家である北欧

諸国の実態と比較することで、そのメリット

とデメリットをわが国の財政制度や経済社

会構造の変化を考慮しながら考察した。また、

わが国の財政支出にどの程度無駄なものが

含まれているのかについて、政府消費、政府

投資、移転支出の三つの分類ごとに詳細な検

討を行った。その結果、わが国の政府規模は

過大で、無駄なものを多く含んでいることが

わかった。わが国には相対的な無駄（誰かに

とってはメリットであるが、国民全体から見

ればデメリットの方が大きい歳出）が多く、

こうした無駄を削減するには、抜本的な制度

改革が不可欠であることを明らかにした。 

 

③統計物理学的な方法によりマクロ経済学

を再構築することを試みた。不確実性の高ま

りとともに伝統的な財政・金融政策の有効性

が失われることを理論的に示した。 

 

④独占的競争市場の一般均衡モデルを基に

して、new economic geographyと呼ばれる空

間経済学を多角的に再検討し、その基礎理論

の再構築を試みた。とくに、ネットワークで

表される都市システムにおいていかなる状

況のもとで自国市場効果が表れるか、都市の

空間的位置関係が都市成長や社会厚生にど

のような影響を及ぼすか、産業の間に財の代

替性や輸送費の違いがあるとき特定地域に

いかなる産業が集積するのか、都市の階層構

造がなぜ形成されるのか、生産要素や居住と

しての土地が都市集積にどのような役割を

果たすかについて、それぞれ詳細な分析を行

った。 

 

⑤採用される政策の質や経済活動の質など

において、地域間で顕著な差が発生するメカ

ニズムを、政策策定能力および採用されてい

る政策を評価する能力が異なる家計が、現在

および将来において各地域で採用されるだ

ろう政策を予測しながら、居住地域を選択す

るモデルを構築して分析した。地域の人口に

占める、能力の高い家計の割合で見た地域間

の差異は、はじめのうちは大きなものにはな

らず、一定の範囲内で変動していく。良い政

策が採用される確率の地域間の差異が、いっ

たん一定水準を超えて大きくなると、能力の

高い家計が多く住み、良い政策を採択する可

能性が高い地域が、より強力に能力の高い家

計を引きつけ、一層良い政策を採択する確率

を高めていくことを示した。 

 

⑥公共財供給の効率性について、財政の持続

可能性の観点や財政金融政策の政策協調の

観点から研究した。わが国の政府債務は未曾

有の規模にまで累増しており、これ以上残高

が増加すると、異時点間の資源配分の観点か

ら見ても、資源配分が非効率になりかねない。

そこで、現在から将来までの異時点間の資源

配分を考察できる動学モデルで分析した結

果、政府債務残高が発散しないようにすべく

社会保障費を含む歳出構造を改める必要性

や、中央銀行の独立性が公共財供給の効率化

を促す性質などを明らかにした。また、わが

国の国と地方の財政関係に着目し、地方歳出

（ひいては地方公共財供給）と財政規模に関

する実証分析も試みた。わが国では地方にお

いても、1990年代に債務が累増し、北海道夕

張市が地方財政再建促進特別措置法を準用

して財政再建団体となるなど、地方自治体の

財政健全化に向けた取り組みが急務である。

現行の地方債制度が地方公共財供給にどの

ような非効率性をもたらしているかを明ら

かにするとともに、地方歳出（ひいては地方



公共財供給）の構造改革を通じた財政再建

（財政赤字の縮小）への貢献・影響について

分析した。 
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